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1 ．イントロダクション

本稿ではデジタル労働における先行研究のサーベイを
通じて、デジタル労働における特徴や理解を明らかにし、
日本の労働や政策についての現状を踏まえ、今後のデジ
タル労働を踏まえた政策のあり方を経済学における規範
的な議論とその理解から現在の労働政策や経済政策とい
った政策全般の議論の問題点を指摘し、議論において必
要となる視座を示した。本稿議論により、今後の日本の
社会経済に対し、増加が見込まれるデジタル労働の特徴
や政策のあり方について議論し問題点を明らかにすると
共に、その問題点を克服に必要となる認識や理解がどの
ように必要となるのかについても考察を行った。

2 ．日本におけるデジタル労働の現状

日本におけるデジタル労働の現状は、第 2 次世界大戦
後の工業化や大量生産・大量消費の時代を背景にしたハ
ードウェア中心の機械的な技術革新による経済成長とは
対照的に、21世紀に入って以降、ソフトウェア中心の急
速な ICT 技術の発展について行けず後れを取り、今回
のデジタル労働の議論に際しては20世紀のような経済主
導の転換とはなっていない。

図 1 の総務省（2017）にあるように、日本における労
働のあり方は1980年代半ばから人口減少の傾向が明らか
となり、その後現在では「人口減少社会」や「少子高齢
社会」と称されるような状況に至った。総務省（2017）

においても少子高齢社会で懸念される生産力の低下や地
域経済の縮小といった問題の課題解決を図るべく、「働
き方改革」や「地方創生」といったスローガンを打ち出
し、その手段として ICT の活用やテレワーク、さらに
クラウドソーシングと言った労働のあり方の変化を積極
的に受け入れ、労働生産性や地域の定住人口の増加を図
る方針を打ち出した。

また、現状としての経済の姿として、ビジネスにおけ
る生産性は OECD（2021）において「製造業部門の大
規模企業は非常に生産性が高い傾向があるが、サービス
部門や小規模企業は苦心している」と評している。こう
した産業構造が問題の解決を困難にしており、そうした
議論は第 4 節で行う。

図 2 にある働き方改革にある「賃金引き上げと労働生
産性の向上」の 2 つの要素は 5 年程度が経とうとする現
在に至るまで挙げられたそれぞれが結果を出しておら
ず、賃上げについてはコロナ禍や国際紛争での物価上昇
に対応できる程までの上昇に至っていない。また、前述
の OECD（2021）でも指摘したように、全体の生産性
はグローバル化による製造業といった輸出産業を中心に
海外での現地生産が進んだ結果、国内経済が上向かず生
産性も思うように向上していない。そうした事情もあっ
て、図 4 にあるように労働生産性は国際的に見ても突出
して低いものになっている。同じく図 4 では時間あたり
の労働生産性の国際比較から順位付がなされており、対
象国で最低の順位となっている。それぞれの要素の停滞
に加え、働き方改革に挙げられる 2 つの要素の連携はほ

図 1 　日本の労働者についての歴史的経緯

出典：総務省『平成28年版情報通信白書』より抜粋 出典：総務省『平成29年版情報通信白書』より抜粋

図 2 　日本の労働のあり方の議論における社会的背景
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1 ）	 モデルの詳細な数学的設定での理解は Acemoglu and Restrepo (2020) 参照。

ぼ皆無と言って差し支えない現状にあり、経済成長が期
待できる条件が整っていない。

3 ．デジタル労働に関する近年の先行研
究からの規範的理解

デ ジ タ ル 労 働 に つ い て は、Acemoglu や Autor や
Brynjolfsson らが主に AI の存在とその普及可能性の議
論から現在のデジタル労働について議論しており、
Acemoglu and Restrepo（2018、2019）、Agrawal and 
Goldfarb（2019）、Bessen（2018）、Autor（2022）、
Autor and Dorn（2009）、Autor et al（2006、20014、
2016）、Bessen, Goos, Salomons, and van den Berge

（2019）、Autor, Katz, and Krueger（1998）、Autor, 
Katz, and Kearney（2006）、Brynjolfsson and Mitchell

（2017）、Brynjolfsson, Rock, and Syverson（2017）、
Brynjolfsson, Mitchell, and Rock, （2018）、Chiacchio, 
Petropoulos, and Pichler （2018）、Cortes, Jaimovich, 
Nekarda, and Siu（2020）、Korinek and Stiglitz（2017）
などといった先行論文による議論があり、直接現在に至
る議論としては21世紀に入る前後から経済学として議論
があることが伺える。行われているそれぞれ機械と人間
との間でどのようにして価値を生み出し経済を成り立た
せるのか議論をし、実証分析においてもその関係性を明
らかにした。

本稿において特に紹介したいのは、Acemoglu and 
Restrepo（2020）にあるようなマクロ経済モデルによる
理解からの議論である1）。この議論では従来の経済理論か
らデジタル労働を理解することを最も直感的かつ容易と
するモデルでの議論となっている。当該モデルを概略的
に示すと、自動化が可能となる技術水準をθとすると、
ロボットではない資本 K、ロボットの数量を M、労働
者の数を L とし、経済が三面等価から

Y（生産）＝ C（消費）
製品 X の生産に必要なタスクの数量

＝ 機械の生産性 × 機械の数量 + 労働の生産性
× 労働者の数

となり、K が産業における生産性に基づき M との関係

図 3 　「働き方改革」を通じた労働のあり方の議論

出典：総務省『平成29年版情報通信白書』より抜粋

図 4 　労働生産性の現状と国際比較

出典：総務省『平成29年版情報通信白書』より抜粋



42

デジタル労働とその政策の現状に対する一考察

で K 1－αのようにして製造プロセスの一定割合で存在す
るとした。

C ＝ Y － I
といった家計の検討から、予算制約が

C ≤ WL ＋Π
とすると、Πは労働によらない所得ということとなり、

としてロボットにかかる費用 RM、労働にかかる費用 W
であるとするとコストの節約部分は上記のようにして認
識することができ dlnL、のようにして雇用数の変化が
技術水準θも伴いどのようにして生まれているのかを考
え、dlnW のようにして労働の価格である賃金 W の変
化をとらえ明らかにするとし、ここにℓといった総労働
に占める当該産業のシェアとして外生的なこの変数を踏
まえることで、各産業が労働の価格や数量に変化にどの
程度影響を与えるかを明らかにできるとした。

こうした直感的かつシンプルな設定のマクロ経済モデ
ルでの議論により、Acemoglu and Restrepo（2020）で
はロボットが雇用と賃金を減少させ、それぞれの影響は
どの程度のレベルのロボットの存在に晒されているのか
で違いを明らかにできるとし、実証的にも雇用や賃金に
負の影響があることを示した。実証分析により、 1 体の
ロボットにより1000労働者あたり労働力率を0.2％ポイ
ント、賃金を0.42％減少させるとした。

さ ら に 直 近 の 議 論 で あ る Acemoglu and Restrepo
（2022）においても、資本によって自動化が進展し、職
の喪失が自動化によってもたらされることが示され、
1980から2016年までのデータにより、低熟練労働にあた
るルーチンワークに従事するグループについて、全体の
賃金構造の中での相対賃金が50％から70％減少すると結
論づけている。先行研究による議論において自動化の影
響を受けやすいのは、低熟練の労働者であることが示さ
れた。

4 ．デジタル労働の問題点と政策のあり
方の検討

日本において現在取り組みが行われている働き方改革

においては、菅政権での内閣府（2021）から引き継いだ
岸田政権となり内閣府（2022）へと引き継がれている「経
済財政運営と改革の基本方針」においてこれからのデジ
タル労働、延いては労働のあり方につながるキーワード
が提示されている；テレワーク、ジョブ型（ジョブ型正
社員）、裁量労働制、兼業・副業、選択的週休 3 日制度、
フリーランス、さらにマッチング機能（クラウドソーシ
ング）がある。

テレワーク（リモートワーク）についてはコロナ禍で
急速に普及が進んだが職務を自宅などの勤務地から離れ
た場所で職務を行う働き方の形態で図 2 にあったワーク
ライフバランスを考慮した働き方の一形態として注目さ
れている。また、ジョブ型の労働も本稿議論にもあるデ
ジタル労働は非常に専門性も高く、日本においてはそう
した高度な知識を持つ人材を十分確保することが困難な
ことから、企業の組織人としてではなく、むしろ専門知
識やスキルを持つプロフェッショナルとして働く働き方
となっている。しかし、日本においては正社員をジョブ
型で扱われるような専門性の高い人材にしようとする傾
向があり、後述のクラウドソーシングによるフリーラン
スによるより自由な働き方と齟齬を来す可能性がある。

さらに、裁量性労働や兼業・副業については、コロナ
禍を経て仕組みを採用する企業が増えたが、企業がコロ
ナ禍などで業務を縮小するにあたり勤務時間や時給ベー
スといった時間をベースに労働を評価するのではなく、
実際の労働内容に対して対価を支払うのがこうした働き
方となる。これにより、裁量性労働や兼業・副業で勤務
することでテレワーク同様ワークライフバランスを自身
で調整することが可能となる。ワークライフバランスと
いう意味では最も自由度が高いのはフリーランスであ
り、またそうしたフリーランスと求人を結びつけるマッ
チング機能を持つのがクラウドソーシングとなる。

労働のあり方を考える上で本稿議論のように上記これ
からの働き方として挙げたそれぞれの動向やデータを追
跡し分析を行うのは、特にフリーランスなどのように業
務内容や契約形態や条件が多岐にわたる場合には所得な
どといった情報以外は詳細な実態を追跡するのは難し
い。現在コロナ禍で急速に成長している食事や日用品の
デリバリー事業はそのデリバリー業務を行う労働者たち
はフリーランスとして請負業務と見なされることもある
が、労働条件について実質雇用主である契約相手の企業

	 γRM

π＝1－――	 γW
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と実質フリーランスの個人が議論をする余地はなく、世
界中で労働争議が起こっている。

こうした中で、前述の内閣府（2021、2022）にみる日
本における労働関連政策は図 5 に見られる「新しい資本
主義」として示された日本における変革の一部に過ぎな
い。本稿議論にあるデジタル労働のあり方を議論するた
めには、最初に将来の日本の「姿」を示しそれを実現す
るための手段を実現する順序あるいは優先順位といった
形で示されなければならない。

しかし、ここで示されている内閣府（2022）にある新
しい資本主義は、もはや日本の社会や法といった制度や
ビジネスや産業の秩序といったモデルを、修正といった
レベルではなく、ほぼ作り替える必要があるほど広範な
変更を伴う方針・政策といえる。ますます何から手をつ
け実現するのかが示されなければならない。指摘したい
のは現状の日本の施策と政策遂行方法ではあまりにやる
ことが多すぎて結果として大きな変化を生んでいないこ
とである。

2 ）	 日本の情報通信政策の経緯やその議論は総務省『令和 3 年度版情報通信白書」』ならびに小林（2021）参照。
3 ）	 毎日新聞「ＮＴＴも総務官僚接待　根深い癒着構造の解明を」（2021年 3 月15日付）参照。

気候変動やエネルギー問題など別な視点からの要請で
も変化を求められているが、近年 DX（デジタルトラン
スフォーメーション）にみられる政策はすでに2001年か
ら行われている ICT（IT）政策と大差はない2）。とにかく、
変化の中心に「イノベーション」や「GX・DX」に見ら
れるように ICT を用いた社会経済のデジタル化がある
ことは確かである。

換言すれば、日本の政策はよくいえば意欲的である
が、どのように実現するか順番や方法を間違えれば、実
際の変革をもたらすための障害はより大きく複雑さを増
す。日本における政策の遂行については監督官庁による
専門家を交えた議論を行い、主に企業とのコミュニケー
ションを行うことで経済政策や産業政策の立案を行って
おり、国民からの意見はパブリックコメントと言った形
で政策立案後に聴取し、政策や法改正の案に修正を加え
る手続きを取っている。こうした議論の進め方自体は必
ずしも悪いものではないが、日本における議論は関連産
業の動向、特に大企業といわれる業界をリードする企業
の動向を踏まえた政策立案の議論が「実態に即した」と
の美名のもと行われている現状にあり、近年でも菅政権
が交代するきっかけの一つに業界トップの NTT との癒
着が指摘された3）ことが記憶に新しい。

上記の議論により、日本における政策の議論では問題
の本質・根源が法や社会、さらに経済といった日本にあ
るしくみの「制度疲労」にある。さらに、ICT を用い
た社会経済のデジタル化において国際競争から立ち後れ
が経済成長を阻害し、製造業に代わる新たな（付加）価
値を生み出すあるいは経済成長をもたらす産業が生まれ
ず新たな経済を構築できない。この端的な現状に対する
認識あるいは理解が不足していると考えている。つまり、
現在日本におけるデジタル労働の議論は「「GX・DX に
よるデジタル労働」で世界に後塵を拝しているから「人
口減少」といった問題と、「人口減少」しているから「GX・
DX によるデジタル労働」が必要といった問題のように、
因果が逆となる議論が監督官庁の議論も含めて混在し、
議論が時に堂々巡りし停滞していると考えている。まさ
に前述の ICT 政策が当初からの政策が約20年の時間を
経て DX として施策内容がほぼ焼き直しで立案され実施

図 5 　現在の日本の政策と方針

出典：�内閣府（2022）『経済財政運営と改革の基本方針2022』
概要より抜粋
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されている経緯がその証左だ。
加えて、前述の内閣府（2022）や厚生労働省（2022）

では、OECD（2016）による指摘もあり OECD（2021）
において評価されているからかもしれないが、総務省

（2017）を除き、図 1 でも説明した課題である労働生産
性向上への議論以上に労働参加率の向上させる、あるい
は向上していることをことさらに取りあげ、データを含
めより詳細に議論している。しかし、こうした問題解決
への姿勢は、日本政府が社会経済のしくみの大転換に時
間がかかっている理由が理解できていないのではないか
と考えている。

3 節で議論したのは労働と資本による経済の形成とい
った経済学の議論で見られるオーソドックスな議論から
導かれる、機械による自動化といった動向を労働と資本
それぞれに反映させたモデルを形成して理解した。こう
した規範的な議論を現実の社会経済に適用する政策的議
論に用いる際に注意しなければならないのは、規範的な
議論ではモデルを通じて経済の成り立ちを考える。しか
し、背理法的にその規範的議論が成り立たないものもあ
る。近年日常生活がデータとして取得・蓄積されビッグ
データとして用い、社会においてこれまで顕在化しなか
った関係を明らかにするといった実証分析が増えている
が、実証分析はそのモデルにおいて相関関係を説明する
が因果関係は説明しない。

現在の日本が人口減少を日本における問題の本質であ
ることを踏まえた行政となっているとは考えにくく、前
述の因果が逆となる認識で行政を行っているのではない
かと疑念を持っている。つまり、社会経済のデジタル化
は人口減少とは関係がない。富める国も富まざる国も必
要とする時代の要請である。図 6 で示されているように、

「人生100年時代」を生きる将来の労働の姿は、これまで
の協調性につながるスキルではなく、自ら考え行動する
職務遂行能力や柔軟な思考に基づく発想力が重要となる
という。つまり、組織人として指揮命令に従う人間では
なく、自ら考え、新たな発想で行動・遂行する能力の持
ち主だ。しかし、現時点で大学教育を含む教育制度や教
育内容がこうした人材を育成することを前提とした内容
やカリキュラムとなっていない。将来を担う人材にまず
将来に必要な知識やスキルを提供するのは優先順位とし
ては最優先ではないかと考える。日本の政策や政治に明
確な未来の将来像がない限り、何をどの順番でという、

優先順位はつけることができない。
現状の日本は問題の本質に目を向けることもできず、

国富で国民の口を塞ぐこともできない。これに地球規模
での環境対策の要請が加わる。現状の日本は課題の多さ
と複雑さにほぼ思考停止しており、手が止まっている。
対応は企業任せと言える状況ではないか。そうしたこと
が2021年に行われた東京オリンピックに際して幅広い業
界に人脈を持つ人間が口利きをする対価として金品を収
受する五輪組織委員会での贈収賄疑惑があった。古くて
新しい問題であるが、本節での理解の構図を考えれば、
この構図が根深く政界と財界との関係の中で機能してい
たからではないかと妙な合点がいくのは私だけなのだろ
うか。

図 6 　「人生100年時代」に求められるスキル

出典：�労働政策研究・研修機構（2020）「人生100年時代のキャ
リア形成と雇用管理の課題に関する調査」

（％）



45

デジタル労働とその政策の現状に対する一考察

5 ．結論

本稿ではデジタル労働における先行研究のサーベイを
通じて、デジタル労働における特徴や理解を明らかにし、
日本の労働や政策についての現状を踏まえ、今後のデジ
タル労働を踏まえた政策のあり方を経済学における規範
的な議論とその理解から現在の労働政策や経済政策とい
った政策全般の議論の問題点を指摘し、議論において必
要となる視座を示した。

日本における政策の議論では問題の本質・根源が日本
にあるしくみの「制度疲労」にある。社会経済のデジタ
ル化は国際競争から立ち後れが経済成長を阻害し、新た
な産業や経済を構築できずにいる。 3 節で議論した経済
学の議論で見られるのは、機械による自動化といった動
向を労働と資本それぞれに反映させたモデルを形成して
理解した。これにより、従来までの経済の成り立ち同様、
デジタル労働においても機械による自動化の進展や普及
と共に変化していくことを先行研究から規範的にも実証
的にも確認することができた。

また、本稿議論により、現在日本におけるデジタル労
働の議論は、問題のその因果関係について、因果が逆と
なる議論が監督官庁の議論も含めて混在し、議論が時に
堂々巡りし停滞しているのではないかと示した。つまり、
現状の日本は問題の本質に目を向けることもできず、国
富で国民の口を塞ぐこともできない。これに地球規模で
の環境対策の要請が加わる。日本の置かれた現状は、課
題の多さと複雑さにほぼ思考停止しており、手が止まっ
ており、さらに言えば、その対応は企業任せと言える状
況となっている。

日本の政策や政治に明確な将来の仕組みを示してその
将来の全体像を示さない限り、何をどの順番でという、
優先順位はつけることさえできない。その意味では政策
立案自体には問題がないのかもしれない。そうであるな
らば、大風呂敷は拡げず、 1 つ 1 つ課題を解決する堅実
さと誠実さを政治に求めたい。
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